
平成 28 年 3 月

5 高度な防災都市を実現し、都民の安心安全を確保する河川整備（防災・安全）

平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 東京都、品川区、世田谷区、瑞穂町、東村山市、西東京市、日野市

・多発する集中豪雨から都民の生命と財産を守るため、1時間あたり50mmの降雨に対応できる河川の安全度を75%から80%に向上させる。

・地方公共団体が設置する雨水を貯留、または浸透させ、短時間に多量の雨水が河川へ流出することを抑制する施設の貯留・浸透量を0m3から17,220m3へ増加させる。
・伊勢湾台風級の高潮に対して安全な堤防、護岸、水門等の整備率を、93％から95％に向上させる。

・東部低地帯において耐震対策の必要な堤防、護岸の整備率を、56％から70％に向上させる。

・地震に対してより安全で、かつ水辺環境の向上につながるスーパー堤防の概成地区を、21地区から29地区に増加させる。

・最大級の地震が発生した場合においても、各施設の機能を保持し、津波等による浸水を防止する耐震対策の整備率を向上させる。

・大量更新時期におけるコストの平準化を図るため、ポンプのオーバーホールなどの長寿命化対策（40年間）の対策率を向上させる。

・水門施設の遠隔監視制御方式への移行に伴い、監視カメラを設置した施設数を、16施設から22施設に増加させる。

・土砂災害が発生した箇所や前兆現象が見られた災害発生の可能性が高い箇所に位置する家屋1,737戸を、施設整備の概成により495戸に減少させる。

・土石流や急傾斜地の崩壊、地すべりなどにより被災のおそれがあり、早期に対策が必要な避難所・災害時要援護者施設16施設を、施設整備の完成により7施設に減少させる。

・土石流や火山噴火、海岸侵食などにより被災するおそれがあり早期に対策する重要な避難関連施設（港、空港、道路など）40施設を、施設整備の概成により11施設に減少させる。

・被災者の軽減につながる土砂災害警戒区域の指定数を、1,715箇所（H21末）から8,000箇所に増加させる。

・津波や高潮により海岸利用者が被災するおそれのあり、緊急的な防災機能の確保や避難対策の促進、護岸の強化が必要な25海岸を、施設整備により1海岸に減少させる。

（H22当初） （H24末） （H26末）

治水安全度達成率（%） =（護岸整備延長（km）＋調節池による効果区間等（km）） / （計画延長（km））×100

高潮対策率(%)　=（護岸等整備延長（km））／（都内の高潮堤防及び護岸延長（km））×100

耐震対策率(%)　=（耐震対策延長（km））／（要整備延長（km））×100

長寿命化対策率(%) =（対策施設数）／（40年間での対策必要数）×100

－ 1箇所マグニチュード八クラスの海溝型地震などの地震動に対応した堤防や水門等の整備状況
Ａ２　東部低地帯の地震・高潮対策

－

Ａ

22施設 22施設水門施設の遠隔監視制御方式移行に伴う監視カメラを設置した施設数
Ａ２　東部低地帯の地震・高潮対策

長寿命化対策の対策率 0%

・定量的指標は都の単独事業の進捗も考慮
している。

16施設

10%

1海岸

495戸

8,000箇所

0.1%

6%

社会資本総合整備計画　事後評価書
計画の名称

交付対象

計画の目標

計画の期間

Ａ２　東部低地帯の地震・高潮対策

42 百万円
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

72,417 百万円
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
全体事業費

集中豪雨の多発や都市化の進展に伴う被害リスクの増大に対し、中小河川の洪水対策や東部低地帯の地震・高潮対策、ソフトとハードの連携した土砂災害対策、魅力的な水辺空間の創出を総合的に推進し、災害に強い都市を作る
とともに、安全・安心な生活の確保を図る。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

78% 80%河川の計画延長のうち、1時間50mmの降雨に対応できる河川の整備延長（調節池の整備による効果区間を含む）の割合

Ａ１　中小河川の洪水対策
0m3 6,430m3 17,220m3雨水の流出を抑制する施設の貯留浸透量（m3）

Ａ１　中小河川の洪水対策

75%

Ａ２　東部低地帯の地震・高潮対策

－ － 8%東部低地帯において耐震対策の必要な、堤防、護岸等の対策率

Ａ２　東部低地帯の地震・高潮対策

93% 94% 95%伊勢湾台風級の高潮に対して安全な堤防、護岸、水門等の対策率

29地区地震に対してより安全で、かつ水辺環境の向上につながるスーパー堤防が概成した地区数
Ａ２　東部低地帯の地震・高潮対策

21地区 24地区

Ｂ百万円72,375

1,737戸 1,102戸

効果促進事業費の割合
Ｃ百万円0

7施設土砂災害をうけるおそれのある避難所・災害時要援護者施設数＝事業箇所の対象施設数－施設の完成により保全される施設数

11施設40施設

1海岸25海岸

1,715箇所

災害発生の可能性が高い箇所に位置する家屋数（戸）＝事業箇所の保全対象家屋数－施設の概成により保全される戸数

Ａ３　ソフトとハードの連携した土砂災害対策
16施設 12施設

Ａ３　ソフトとハードの連携した土砂災害対策

土石流等による被災者の軽減につながる土砂災害警戒区域の指定数

Ａ３　ソフトとハードの連携した土砂災害対策
土石流や海岸侵食などにより被災するおそれのある避難関連施設＝事業箇所の対象施設数－施設の概成により保全される施設数

Ａ３　ソフトとハードの連携した土砂災害対策
5,500箇所

28施設

津波・高潮により海岸利用者が被災するおそれのある海岸数＝事業箇所の海岸数－施設整備により保全される海岸数
Ａ３　ソフトとハードの連携した土砂災害対策



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

　平成28年2月

　東京都内部で事後評価を実施

　東京都ホームページに掲載

１．交付対象事業の進捗状況

A１　中小河川の洪水対策

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-A1-1 河川 一般 東京都 直接 482

1-A1-2 河川 一般 東京都 直接 529

1-A1-3 河川 一般 東京都 直接 71

1-A1-4 河川 一般 東京都 直接 1,374

1-A1-5 河川 一般 東京都 直接 526

1-A1-6 河川 一般 東京都 直接 4

1-A1-7 河川 一般 東京都 直接 503

1-A1-8 河川 一般 東京都 直接 2,164

1-A1-9 河川 一般 東京都 直接 1,943

1-A1-10 河川 一般 東京都 直接 0

1-A1-11 河川 一般 東京都 直接 1,362

1-A1-12 河川 一般 東京都 直接 3,185

1-A1-14 河川 一般 東京都 直接 942

1-A1-15 河川 一般 東京都 直接 288

1-A1-16 河川 一般 東京都 直接 7,018

1-A1-17 河川 一般 東京都 直接 40

1-A1-18 河川 一般 東京都 直接 437

1-A1-19 河川 一般 東京都 直接 100

1-A1-20 河川 一般 東京都 直接 360

1-A1-21 河川 一般 東京都 直接 794

1-A1-22 河川 一般 東京都 直接 529

1-A1-23 河川 一般 東京都 直接 360

1-A1-25 河川 一般 東京都 直接 183

1-A1-27 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-28 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-29 河川 一般 世田谷区 直接 23

1-A1-30 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-31 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-32 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-33 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-34 河川 一般 世田谷区 直接 21

1-A1-35 河川 一般 世田谷区 直接 24

1-A1-36 河川 一般 世田谷区 直接 63

1-A1-37 河川 一般 世田谷区 直接 27

1-A1-38 河川 一般 世田谷区 直接 15

1-A1-39 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-40 河川 一般 世田谷区 直接 0

1-A1-41 河川 一般 瑞穂町 直接 25

1-A1-42 河川 一般 品川区 直接 7

1-A1-43 河川 一般 東村山市 直接 68

1-A1-44 河川 一般 東京都 直接 326

1-A1-45 河川 一般 東京都 直接 96

1-A1-46 河川 一般 東京都 直接 586

1-A1-47 河川 一般 東京都 直接 1,741

1-A1-48 河川 一般 東京都 直接 1,420

事後評価の実施時期

荒川水系石神井川下水道関連特定治水施設整備事業（石神井川） 護岸、掘削等 (L=175m) 練馬区,西東京市-

護岸、掘削等 (L=284m) 中野区他
荒川水系神田川住宅宅地基盤特定治水施設整備事業（妙正寺川） 調節池、護岸等 (L=190m) 中野区

-

-

-

貯留浸透施設 (V=355m
3
)

流域貯留浸透事業（箱根ヶ崎駅西区画整理）貯留浸透施設 (V=469m
3
)

流域貯留浸透事業（船橋中学校）

-

多摩川水系三沢川広域河川改修事業（三沢川） 護岸、掘削等

- 多摩川水系野川広域河川改修事業（仙川） 護岸、掘削等（L=110m）

多摩川水系野川広域河川改修事業（入間川）

多摩川水系谷地川広域河川改修事業（谷地川）

-

- 護岸、掘削等 (L=480m)

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

流域貯留浸透事業（山崎中学校）

荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（空堀川）

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

流域貯留浸透事業（市道第262号1、市道267号1）

流域貯留浸透事業（中里小学校）

流域貯留浸透事業（桜町小学校）

流域貯留浸透事業（二子玉川小学校）

練馬区流域貯留浸透事業（都立大泉高校付属中学校） 貯留浸透施設 (V=2,584m3)

護岸、掘削等 (L=410m) あきる野市

荒川水系霞川調節池等整備事業（霞川） 護岸、掘削等 (L=500m)

護岸、掘削等 (L=316m)

護岸、掘削等 (L=645m) 練馬区,西東京市

荒川水系神田川総合治水対策特定河川事業（神田川）

多摩川水系平井川広域河川改修事業（平井川）

荒川水系石神井川広域河川改修事業（石神井川）

新宿区他3区

流域貯留浸透事業（芦花小・中学校）

流域貯留浸透事業（烏山北小学校）

流域貯留浸透事業（上北沢小学校）

流域貯留浸透事業（京西小学校） 世田谷区

流域貯留浸透事業（塚戸小学校） -

流域貯留浸透事業（都立多磨霊園）

世田谷区

- 世田谷区

流域貯留浸透事業（千歳台小学校） 貯留浸透施設 (V=731m
3
)

貯留浸透施設 (V=415m
3
) 世田谷区

世田谷区貯留浸透施設 (V=550m
3
)

貯留浸透施設 (V=327m
3
)

世田谷区

貯留浸透施設 (V=511m3) 世田谷区

-

世田谷区

世田谷区

東久留米市

流域貯留浸透事業（桜木中学校）

-

八王子市

-

護岸、掘削等 (L=270m)

護岸、掘削等 (L=2,861m) 江戸川区

青梅市

八王子市

流域貯留浸透事業（千歳小学校）

世田谷区

-

貯留浸透施設 (V=1,299m3)

地下調節池 (N=1箇所)

世田谷区

- 世田谷区

利根川水系中川・綾瀬川総合治水対策特定河川事業（毛長川）

東村山市

多摩川圏域総合流域防災事業（川口川） 護岸、掘削等 (L=240m)

荒川水系神田川住宅宅地基盤特定治水施設整備事業（神田川）

流域貯留浸透事業（砧南小学校）

-
府中市貯留浸透施設 (V=4,032m3)

護岸、掘削等 (L=953m) 足立区

町田市

利根川水系中川・綾瀬川総合治水対策特定河川事業（新中川）

要素となる事業名

-

流域貯留浸透事業（豊葉の杜学園） 貯留浸透施設 (V=317m3) 品川区

瑞穂町

世田谷区

多摩川水系城山川広域河川改修事業（湯殿川） 護岸、掘削等 (L=370m) 八王子市

荒川水系神田川総合治水対策特定河川事業（善福寺川） 調節池、護岸等 (L=192m)

世田谷区

分水路

河床掘削等 

稲城市

- 中野区

護岸、掘削等 (L=680m)

全体事業費
（百万円）市町村名

東大和市

調布市

事業内容

交付対象事業

公表の方法

事後評価の実施体制

事業者

-

杉並区

荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（黒目川）

多摩川水系野川広域河川改修事業（野川）

荒川水系神田川総合治水対策特定河川事業（妙正寺川）

荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（柳瀬川） 清瀬市護岸、掘削等 (L=280m)

町田市

立川市

境川水系境川総合治水対策特定河川事業（境川）

荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（白子川） 地下調節池、護岸等 (L=281m) 練馬区

護岸、掘削等 (L=620m)

鶴見川水系鶴見川総合治水対策特定河川事業（鶴見川）

世田谷区

荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（奈良橋川） 護岸、掘削等 (L=30m) 東大和市

多摩川水系残堀川総合治水対策特定河川事業（残堀川）

世田谷区

調節池 (N=1箇所)



1-A1-49 河川 一般 東京都 直接 1,206

1-A1-50 河川 一般 東京都 直接 229

1-A1-51 河川 一般 西東京市 直接 西東京市 45

小計（中小河川の洪水対策） 29,116

Ａ2　東部低地帯の地震・高潮対策

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-A2-1 河川 一般 東京都 直接 798

1-A2-2 河川 一般 東京都 直接 868

1-A2-3 河川 一般 東京都 直接 0

1-A2-4 河川 一般 東京都 直接 0

1-A2-5 河川 一般 東京都 直接 451

1-A2-6 河川 一般 東京都 直接 98

1-A2-7 河川 一般 東京都 直接 1,028

1-A2-9 河川 一般 東京都 直接 250

1-A2-10 河川 一般 東京都 直接 200

1-A2-11 河川 一般 東京都 直接 750

1-A2-12 河川 一般 東京都 直接 722

1-A2-13 河川 一般 東京都 直接 566

1-A2-14 河川 一般 東京都 直接 1,610

1-A2-15 河川 一般 東京都 直接 8,382

1-A2-16 河川 一般 東京都 直接 1,492

1-A2-17 河川 一般 東京都 直接 7,190

1-A2-19 河川 一般 東京都 直接 5,743

1-A2-20 河川 一般 東京都 直接 0

1-A2-21 河川 一般 東京都 直接 0

1-A2-22 河川 一般 東京都 直接 196

1-A2-23 河川 一般 東京都 直接 166

1-A2-24 河川 一般 東京都 直接 84

1-A2-25 河川 一般 東京都 直接 158

1-A2-27 河川 一般 東京都 直接 136

1-A2-28 河川 一般 東京都 直接 154

1-A2-29 河川 一般 東京都 直接 0

1-A2-30 河川 一般 東京都 直接 200

1-A2-31 河川 一般 東京都 直接 138

1-A2-32 河川 一般 東京都 直接 0

小計（東部低地帯の地震・高潮対策） 31,379

Ａ3　ソフトとハードの連携した土砂災害対策

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-A3-1 砂防 一般 東京都 直接 81

1-A3-2 砂防 一般 東京都 直接 44

1-A3-3 砂防 一般 東京都 直接 274

1-A3-4 砂防 一般 東京都 直接 170

1-A3-5 砂防 一般 東京都 直接 137

1-A3-6 砂防 一般 東京都 直接 44

1-A3-7 砂防 一般 東京都 直接 3

1-A3-8 砂防 一般 東京都 直接 167

1-A3-9 砂防 一般 東京都 直接 0

1-A3-10 砂防 一般 東京都 直接 304

1-A3-11 砂防 一般 東京都 直接 1

1-A3-12 砂防 離島 東京都 直接 90

1-A3-13 砂防 離島 東京都 直接 394

1-A3-14 砂防 離島 東京都 直接 10

1-A3-15 砂防 離島 東京都 直接 1,007

1-A3-16 砂防 離島 東京都 直接 762

1-A3-17 砂防 離島 東京都 直接 0

特定構造物改築事業（木下川排水機場）

-

- 利根川水系中川・新中川地震・高潮対策河川事業（中川・新中川） 耐震対策 (L=363m) 葛飾区　

江東区地震・高潮対策河川事業（大横川） 耐震対策（水門）

江戸川区利根川水系旧江戸川特定地域堤防機能高度化事業（旧江戸川）

- 多摩川圏域総合流域防災事業（山入川支川） -
-

-

- 多摩川圏域総合流域防災事業（初沢川支川） 流路工 (L=50m)

- 多摩川圏域総合流域防災事業（深沢川） 渓岸対策（5090㎡）

-

-

-

-

-

-

多摩川圏域総合流域防災事業（海沢） 砂防堰堤（1基）

多摩川圏域総合流域防災事業（中の沢） 砂防堰堤（1基）、流路工 (L=140m)

- 多摩川圏域総合流域防災事業（西川） 山腹工（830㎡）

-

多摩川圏域総合流域防災事業（塩ノ沢） 砂防堰堤（1基）、流路工 (L=50m)

-

- 東京地区地震・高潮対策河川事業（海老取川）

-

多摩川圏域総合流域防災事業（水根沢） 山腹工（1100m2）

市町村名要素となる事業名

- 品川区

江東区江東地区地震・高潮対策河川事業（仙台掘川）

事業内容

大田区

荒川水系神田川住宅宅地基盤特定治水施設整備事業（善福寺川）

-

-

-

東京地区地震・高潮対策河川事業（江東内部河川）

-

東京地区地震・高潮対策河川事業（旧江戸川）

-

-

-

荒川水系隅田川特定地域堤防機能高度化事業（隅田川） -

耐震対策 (L=1,679m、水門)

東京地区地震・高潮対策河川事業（亀島川）

東京地区地震・高潮対策河川事業（石神井川）

調節池、護岸等 (L=408m)

荒川水系新河岸川住宅宅地基盤特定治水施設整備事業（白子川） 地下調節池、護岸等 (L=9m)

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

事業者

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

事業者

-

-

台東区　他７区

奥多摩町

東京地区地震・高潮対策河川事業（立会川）

杉並区

練馬区

付帯施設

長沢火山砂防事業

八王子市

あきる野市

八王子市

都内全域

大金沢火山砂防事業 流路工 (L=100m)

多摩川圏域総合流域防災事業（相互通報（砂防））

大島町

奥多摩町

危険箇所看板の設置 全域

奥多摩町

多摩川圏域総合流域防災事業（峰入川支川） 砂防堰堤（1基）

奥多摩町

八王子市

多摩川圏域総合流域防災事業（基礎調査（砂防））

奥多摩町

東京地区地震・高潮対策河川事業（内川） 耐震対策（水門） 大田区

利根川水系中川・新中川地震・高潮対策河川事業（綾瀬川）

荒川圏域総合流域防災事業（情報基盤）

東京地区地震・高潮対策河川事業（目黒川）

墨田区

大島町

大島町

八重沢火山砂防事業

品川区

基礎調査

特定構造物改築事業（内川排水機場） ポンプ分解整備 (2基) 大田区

高潮対策 (L=24m)

ポンプ分解整備 (2基) 江東区

江戸川区

高潮対策（耐震対策含む） (門扉据付) 中央区

東京地区地震・高潮対策河川事業（神田川）

高潮対策 (L=523m) 江戸川区

台東区　他２区

東京地区地震・高潮対策河川事業（新河岸川）

流域貯留浸透事業（谷戸町二丁目第二公園）

-
-

全体事業費
（百万円）

大宮沢火山砂防事業 導流堤（1基）

地の岡沢火山砂防事業 砂防堰堤（2基）

全体事業費
（百万円）要素となる事業名 市町村名

台東区　他６区

江東地区地震・高潮対策河川事業（竪川）

耐震対策 (L=979m)

東京地区地震・高潮対策河川事業（呑川） 耐震対策 (L=1,356m)
高潮対策 (遠隔監視)

江東区　他１区

墨田区　他２区

江東地区地震・高潮対策河川事業（北十間川） 耐震対策 (L=2,602m、水門) 墨田区　他１区

大田区

北区

事業内容

中央区　他６区

耐震対策 (L=952m、排水機場)

北区高潮対策 (L=400m)

荒川水系隅田川地震・高潮対策河川事業（隅田川） 耐震対策 (L=7,027m、水門)、スーパー堤防（6地区）

江東地区地震・高潮対策河川事業（小名木川） 耐震対策 (L=265m、水門)

江東地区地震・高潮対策河川事業（旧中川）

耐震対策 (L=2,878m)利根川水系中川・新中川地震・高潮対策河川事業（中川・新中川緊特）

江東地区地震・高潮対策河川事業（横十間川）

砂防堰堤（2基） 大島町

江東区

墨田区

葛飾区　他１区

ポンプ分解整備 (2基)

耐震対策 (排水機場)

葛飾区　他１区

河川情報表示板等 墨田区　他６区

元町地区火山砂防事業 - 大島町

耐震対策 (L=4,019m)

大島町

利根川水系旧江戸川地震・高潮対策河川事業（旧江戸川） 耐震対策（L=592m）

特定構造物改築事業（小名木川排水機場）

貯留浸透施設（V=595m
3
)



1-A3-18 砂防 離島 東京都 直接 671

1-A3-19 砂防 離島 東京都 直接 176

1-A3-20 砂防 離島 東京都 直接 18

1-A3-21 砂防 離島 東京都 直接 2

1-A3-22 砂防 離島 東京都 直接 20

1-A3-23 砂防 離島 東京都 直接 134

1-A3-24 砂防 離島 東京都 直接 123

1-A3-25 砂防 離島 東京都 直接 145

1-A3-26 砂防 離島 東京都 直接 248

1-A3-27 砂防 離島 東京都 直接 211

1-A3-28 砂防 離島 東京都 直接 28

1-A3-29 砂防 離島 東京都 直接 1

1-A3-30 砂防 離島 東京都 直接 1

1-A3-31 砂防 離島 東京都 直接 1

1-A3-32 砂防 離島 東京都 直接 417

1-A3-33 砂防 離島 東京都 直接 133

1-A3-34 砂防 離島 東京都 直接 279

1-A3-35 砂防 離島 東京都 直接 321

1-A3-36 砂防 離島 東京都 直接 5

1-A3-37 砂防 離島 東京都 直接 46

1-A3-38 砂防 離島 東京都 直接 185

1-A3-41 砂防 離島 東京都 直接 766

1-A3-42 砂防 離島 東京都 直接 198

1-A3-43 砂防 離島 東京都 直接 1

1-A3-44 砂防 離島 東京都 直接 1

1-A3-45 急傾 一般 東京都 直接 34

1-A3-46 急傾 一般 東京都 直接 108

1-A3-47 急傾 一般 東京都 直接 19

1-A3-48 急傾 一般 東京都 直接 817

1-A3-49 急傾 一般 東京都 直接 10

1-A3-50 急傾 一般 東京都 直接 0

1-A3-51 急傾 一般 東京都 直接 35

1-A3-52 急傾 一般 東京都 直接 0

1-A3-53 急傾 一般 東京都 直接 57

1-A3-54 急傾 一般 東京都 直接 162

1-A3-55 急傾 一般 東京都 直接 110

1-A3-56 急傾 一般 東京都 直接 272

1-A3-57 急傾 一般 東京都 直接 72

1-A3-58 急傾 一般 東京都 直接 0

1-A3-59 急傾 一般 東京都 直接 23

1-A3-60 急傾 一般 東京都 直接 1,541

1-A3-61 急傾 一般 東京都 直接 2

1-A3-62 海岸 離島 東京都 直接 240

1-A3-63 海岸 離島 東京都 直接 100

1-A3-64 海岸 離島 東京都 直接 30

1-A3-65 海岸 一般 東京都 直接 246

1-A3-66 砂防 離島 東京都 直接 0

1-A3-67 砂防 離島 東京都 直接 0

1-A3-68 砂防 離島 東京都 直接 0

1-A3-69 砂防 離島 東京都 直接 0

1-A3-70 急傾 一般 東京都 直接 181

1-A3-71 地すべり 一般 東京都 直接 10

1-A3-72 砂防 一般 東京都 直接 0

1-A3-73 砂防 一般 東京都 直接 0

1-A3-74 砂防 離島 東京都 直接 136

1-A3-75 砂防 離島 東京都 直接 58

1-A3-76 急傾斜 一般 東京都 直接 0

菅生急傾斜地崩壊対策事業

三宅村- 横まま海岸老朽化対策事業 護岸工 (L=310ｍ)

斜面崩壊対策工

千ヶ瀬急傾斜地崩壊対策事業（その２）

斜面崩壊対策工

藤原急傾斜地崩壊対策事業

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

タデノ沢北支川火山砂防事業

大島町 他６町村

和田浜海岸環境整備事業 人工リーフ (L=150ｍ)の一部

八王子市

八王子市

新島村

津波高潮危機管理対策緊急事業 破堤防止工、避難用通路、津波情報提供施設

-

厚木沢北支川火山砂防事業 - 三宅村

西川西支川火山砂防事業 - 三宅村

多摩川圏域総合流域防災事業（相互通報（急傾斜地）） 危険箇所看板の設置 全域

前浜海岸堤防等老朽化対策事業 護岸工 (L=185ｍ) 利島村

あきる野市山田急傾斜地崩壊対策事業（その２） 斜面崩壊対策工

- あきる野市

斜面崩壊対策工 青梅市

- 日の出町

北の山川火山砂防事業 砂防堰堤（1基） 大島町

滝川沢火山砂防事業 砂防堰堤、流路工 大島町

岡田沢火山砂防事業 砂防堰堤（1基）、流路工 大島町

差木地沢火山砂防事業 砂防堰堤 大島町

神津島村

川田沢支川火山砂防事業 遊砂地工（1基） 三宅村

大島町

神津沢火山砂防事業 流路工 (L=600m)

大島火山噴火緊急減災対策砂防事業 減災計画策定、ハザードマップ作成、監視機器

川田沢火山砂防事業 遊砂地工（1基） 三宅村

姉川火山砂防事業 遊砂地工（1基）、管理用通路（L=290m） 三宅村

金曽沢火山砂防事業 遊砂地工（1基） 三宅村

ようが沢火山砂防事業 施設整備用地購入 三宅村

ハルゲ沢火山砂防事業 施設整備用地購入 三宅村

間川火山砂防事業 施設整備用地購入 三宅村

釜方沢火山砂防事業 施設整備用地購入 三宅村

鉄砲沢・夕景沢火山砂防事業 流路工 (L=377m) 三宅村

仏・御子敷火山砂防事業 流路工 (L=323m) 三宅村

とんび沢火山砂防事業 遊砂地工（1基）、流路工 (L=330m) 三宅村

厚木沢火山砂防事業 砂防堰堤（1基） 三宅村

タデノ沢火山砂防事業 施設整備用地購入 三宅村

田ヶ沢火山砂防事業 砂防堰堤（1基） 三宅村

大穴沢火山砂防事業 砂防堰堤（1基） 三宅村

八丈町

杉の沢火山砂防事業

三宅島流域機能改良事業 除石、腐食対策、等 三宅村

小骨ヶ洞火山砂防事業 砂防堰堤（1基） 八丈町

斜面崩壊対策工

檜原村

大里一ノ沢火山砂防事業

三宅村

原急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工

砂防堰堤 青ヶ島村

大久野細尾（３）急傾斜地崩壊対策事業

砂防堰堤

南浅川急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工

岡田（２）急傾斜地崩壊対策事業

御岳山（２）急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工 青梅市

舘谷急傾斜地崩壊対策事業 青梅市

日の出町大久野細尾（２）急傾斜地崩壊対策事業

大沢急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工 奥多摩町

三都郷急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工 檜原村

斜面崩壊対策工

青梅市-多摩川圏域総合流域防災事業（喜代沢）

渡浮根沢火山砂防事業 -

大島町

初沢（３）急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工 八王子市

多摩川圏域総合流域防災事業（基礎調査（急傾斜地））

八王子市

山田町急傾斜地崩壊対策事業 -
高尾急傾斜地崩壊対策事業 斜面崩壊対策工

基礎調査

奥多摩町

-

三宅村

都内全域

新島村

-

奥多摩町

釜の尻沢火山砂防事業- 管理用通路（L=210m）

寺岡地区地すべり対策事業 抑制工（横ボーリング工他）等

高尾（２）地区急傾斜地崩壊対策事業

-

- 多摩川圏域総合流域防災事業（十二天沢） -
あきる野市

- 筑穴沢火山砂防事業 砂防堰堤（1基）

-

三宅村

八王子市-



1-A3-77 急傾斜 一般 東京都 直接 0

小計（ソフトとハードの連携した土砂災害対策） 11,880

合　計 72,375

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合　計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-C1-1 河川 一般 日野市 直接 2

1-C3-1 砂防 一般 東京都 直接 40

合　計 42

番号 備考

1-C1-1

1-C3-1

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 80%

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 78%

最終目標値 17,220m2

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 9,561m2

最終目標値 95%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 95%

最終目標値 8%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 8%

最終目標値 1箇所

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 1箇所

目標を達成している。
指標③（高潮対
策率）

指標④（耐震対
策率）

指標⑤（水門等
耐震箇所数）

指標②（貯留浸
透量）

砂防施設等の老朽化点検 老朽化点検 全域

- ハザードマップ作成 日野市ハザードマップ作成

番号

番号

事業内容

要素となる事業名 事業内容 全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度）
市町村名

- 山津山川地区急傾斜地崩壊対策事業 - 新島村

目標を達成している。

全体事業費
（百万円）

基幹事業（A1）における中小河川の洪水対策とともにハザードマップ作成により、ハード対策とソフト対策を一体的に実施し、浸水被害の効果的かつ効率的な軽減を図り、都民の安心・安全を確保する。

市町村名

指標①（治水安
全度達成率）

事業者

-

一体的に実施することにより期待される効果

要素となる事業名

目標を達成している。

事業者

概ね目標を達成しており、災害に強い都市を作るとともに、安全・安心な生活の確保に寄与している。

基幹事業（A3）における土砂災害対策とともに施設の安全点検を実施することにより、改築や補修等が必要な箇所を把握し、都民の安心・安全を確保する。

用地買収の難航等により、一部事業が完了できず、目標を達成することができなかったが、目標の約6割を達成しており、
一定の効果は得られている。

調査・設計の結果、小規模な貯留浸透施設となり、交付金の採択要件（300 以上）を満たさないため、区単独事業で行っ
た箇所が複数あるため、目標を達成していないが、貯留浸透事業は着実に実施しており、一定の効果は得られている。

一体的に実施することにより期待される効果

-



最終目標値 29地区

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 27地区

最終目標値 10%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 10%

最終目標値 22施設

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 22施設

最終目標値 495戸

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 836戸

最終目標値 7施設

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 8施設

最終目標値 11施設

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 25施設

最終目標値 8,000箇所

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 7,840箇所

最終目標値 1海岸

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 1海岸

３．特記事項（今後の方針等）

平成27年度以降も新たな社会資本総合整備計画において、引き続き総合的に事業を推進し、災害に強い都市を作るとともに、安全・安心な生活の確保を図る。

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

指標⑦（長寿命
化対策率）

指標⑧（監視カ
メラ設置数）

指標⑨（災害発
生の可能性が高
い箇所に位置す
る家屋数）

指標⑬（被災の
おそれがある海
岸数）

指標⑫（土砂災
害警戒区域の指
定数）

指標⑪（土砂災
害等により被災
するおそれのあ
る避難関連施設
数）

指標⑩（土砂災
害のおそれのあ
る避難所等施設
数）

川沿いの開発に合わせてスーパー堤防の整備を予定していたが、その開発の遅延に伴い整備が遅れたため、目標を達成する
ことができなかったが、目標の約8割を達成しており、一定の効果は得られている。

指標⑥（スー
パー堤防概成地
区数）

目標を達成している。

目標を達成している。

目標を達成している。

用地買収の難航や対策前の環境調査で希少種が確認されたこと等により、一部事業が完了できず、目標を達成することがで
きなかったが、目標の約7割を達成しており、一定の効果は得られている。

用地買収の難航等により、一部事業が完了できず、目標を達成することができなかったが、目標の約9割を達成しており、
一定の効果は得られている。

用地買収の難航や関係機関との調整等により、一部事業が完了できず、目標を達成することができなかったが、目標の約5
割を達成しており、一定の効果は得られている。

指定直前に地形改変が確認され、修正が必要となった箇所があったものの、ほぼ目標を達成している。



計画の名称

計画の期間 交付対象

（参考図面）
５ 高度な防災都市を実現し、都民の安心安全を確保する河川整備（防災・安全）

平成22年度 ～ 平成26年度 東京都、品川区、世田谷区、瑞穂町、東村山市、西東京市、日野市

浅 川

大沢

塩ノ沢水根沢

峰入川支川

海沢

千ヶ瀬

管生

大久野細尾(２)

大久野細尾(３)

深沢川

御岳山(２)

三都郷藤原

山入川

初沢(３)

初沢川支川

中の沢

南浅川

神津沢

長沢

地の岡沢
北の山川

岡田(２)
岡田沢

七間沢

大里一ノ沢

小骨ヶ洞

タデノ沢
大穴沢

鉄砲沢･夕景沢

姉
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よ
う
が
沢
間
川

川
田
沢

ハ
ル
ゲ
沢

川
田
沢
支
川

仏沢･御子敷沢

とんび沢
厚木沢
釜方沢

田ヶ沢

金曽沢

前浜海岸

横まま海岸

和
田
浜
海
岸

江

戸

川

成 木 川

黒沢川
北小曽木川

直竹川

霞 川

平井川

谷地川
川口川

大沢川

湯 殿 川 兵衛川

山田川

南浅川

大 栗 川

大田川

乞田川

程久保川

三沢川

鶴 見 川

恩田川

境 川

真光寺川

残堀川

谷沢川

白子川
黒目川

落合川

柳瀬川

空 堀 川

入間川野 川

仙川

石 神 井 川
奈良橋川

呑川

目黒川

新河岸川

善福寺川

妙正寺川

神 田 川

神 田 川

白子川

渋 谷 川

白子川地下調節池

御霊谷川

城 山 川

霞川調節池

三沢川分水路

飛鳥山分水路

江戸川橋分水路仙川小金井分水路
環七
地下調節池

毛長川 毛長川

伝右川

垳川

綾

瀬

川

隅
田

川

中
川 新

中

川

中

川

綾瀬川

旧

江

戸

川

江東内部
河川

日本橋川

亀島川

立会川

内川

海老取川

新川

荒 川

多
摩

川

東
京
湾

高田馬場分水路

丸子川

水道橋分水路
御茶ノ水分水路

古川

古川地下調節池

旧
綾
瀬
川

江古田川

鷺の宮調節池

1-A3-1 多摩川圏域総合流域防災事業（水根沢）

1-A3-2 多摩川圏域総合流域防災事業（峰入川支川）

1-A3-3多摩川圏域総合流域防災事業（塩ノ沢）

1-A3-7 多摩川圏域総合流域防災事業（初沢川支川）

1-A3-8 多摩川圏域総合流域防災事業（深沢川） 1-A3-9 多摩川圏域総合流域防災事業（山入川支川）

1-A3-45 御岳山（２）急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-47 大久野細尾（２）急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-48 藤原急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-49 千ヶ瀬急傾斜地崩壊対策事業（その２）

1-A3-50 大久野細尾（３）急傾斜地崩壊対策事業
1-A3-46 舘谷急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-53 大沢急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-54 三都郷急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-56 初沢（３）急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-57 南浅川急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-58 山田町急傾斜地崩壊対策事業

1-A1-2 多摩川水系野川広域河川改修事業（野川）

1-A1-3多摩川水系野川広域河川改修事業（仙川）

1-A1-4 多摩川野川広域河川改修事業（入間川）

1-A1-6多摩川三沢川広域河川改修事業（三沢川）

1-A1-12 荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（黒目川）

1-A1-17 荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（奈良橋川）

1-A1-15 荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（柳瀬川）

1-A1-50 荒川水系下水道関連特定治水施設整備事業（白子川）

1-A1-14 荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（空堀川）

1-A1-19 多摩川水系残堀川総合治水対策特定河川事業（残堀川）

1-A1-20 利根川水系中川・綾瀬川総合治水対策特定河川事業（毛長川）

1-A1-21 利根川水系中川・綾瀬川総合治水対策特定河川事業（新中川）

1-A1-22 境川水系境川総合治水対策特定河川事業（境川）

1-A1-44多摩川圏域総合流域防災事業（川口川）

1-A1-23 荒川水系霞川調節池等整備事業（霞川）

1-A1-41 流域貯留浸透事業（箱根ヶ崎西区画整理）

1-A2-1 東京地区地震・高潮
対策河川事業（旧江戸川）

1-A2-2 東京地区地震・高潮
対策河川事業（新河岸川）

1-A2-3 東京地区地震・高潮対策河川事業（石神井川）

1-A2-4 東京地区地震・高潮対策河川事業（神田川）

1-A2-5 東京地区地震・高潮対策河川事業（亀島川）

1-A2-6 東京地区地震・高潮対策河川事業（目黒川）

1-A2-7 東京地区地震・高潮対策河川事業（呑川）

1-A2-29 東京地区地震・高潮対策河川事業（立会川）

1-A2-10 江東地区地震・高潮対策河川事業（旧中川）

1-A2-11 江東地区地震・高潮対策河川事業（小名木川）

1-A2-12 江東地区地震・高潮対策河川事業（北十間川）

1-A2-13 江東地区地震・高潮対策河川事業（横十間川）

1-A2-14 江東地区地震・高潮対策河川事業（竪川）

1-A２-16 利根川水系中川・新中川地震・高潮対策河川事業（中川・新中川）

1-A2-17 利根川水系中川・新中川地震・高潮対策河川事業（綾瀬川）

1-A2-30 利根川水系旧江戸川地震・高潮対策河川事業（旧江戸川）

1-A2-21利根川水系旧江戸川特定地域堤防機能高度化事業（旧江戸川）

1-A2-9 東京地区地震・高潮対策河川事業（江東内部河川）

1-A2-25 荒川圏域総合流域防災事業（情報基盤）

江東地区全域

1-A1-27 流域貯留浸透事業（千歳小学校）

1-A1-28 流域貯留浸透事業（砧南小学校）

1-A1-29 流域貯留浸透事業（京西小学校）

1-A1-30 流域貯留浸透事業（桜町小学校）

1-A1-31 流域貯留浸透事業（二子玉川小学校）

1-A1-32 流域貯留浸透事業（中里小学校）

1-A1-33 流域貯留浸透事業（塚戸小学校）

1-A1-34 流域貯留浸透事業（上北沢小学校）

1-A1-35 流域貯留浸透事業（烏山北小学校）

1-A1-36 流域貯留浸透事業（芦花小・中学校）

1-A1-37 流域貯留浸透事業（千歳台小学校）

1-A1-38 流域貯留浸透事業（桜木中学校）

1-A1-39 流域貯留浸透事業（山崎中学校）

1-A1-40 流域貯留浸透事業（船橋中学校）

1-A2-19 荒川水系隅田川地震・高潮対策河川事業（隅田川）

1-A2-20 荒川水系隅田川特定地域堤防機能高度化事業（隅田川）

隅田川全川

１-A3-11 多摩川圏域総合流域防災事業（相互通報（砂防））

1-A3-60 多摩川圏域総合流域防災事業（基礎調査（急傾斜地））

多摩地区全域

1-A3-61 多摩川圏域総合流域防災事業（相互通報（急傾斜地））

1-A3-10 多摩川圏域総合流域防災事業（基礎調査（砂防））

西川

1-A3-6 多摩川圏域総合流域防災事業（西川）

1-A3-52 菅生急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-51 山田急傾斜地崩壊対策事業（その２）

1-A3-59 高尾急傾斜地崩壊対策事業

1-A2-15 利根川水系中川・新中川地震・高潮対策河川事業（中川・新中川緊特）

1-A1-42 流域貯留浸透事業（豊葉の杜学園）

1-A1-45流域貯留浸透事業（都立大泉高校付属中学校）

原

1-A3-70 原急傾斜地崩壊対策事業

1-A2-28 東京地区地震・高潮対策河川事業（内川）

1-A1-1 多摩川水系城山川広域河川改修事業（湯殿川）

1-A1-7 多摩川水系平井川広域河川改修事業（平井川）

1-A1-25 流域貯留浸透事業（都立多磨霊園）

1-A1-5 多摩川谷地川広域河川改修事業（谷地川）

1-A3-4 多摩川圏域総合流域防災事業（海沢）

1-A3-5 多摩川圏域総合流域防災事業（中の沢）

1-A1-43 流域貯留浸透事業（市道262号1、市道267号1） 1-A1-46 荒川水系下水道関連特定治水施設整備事業（石神井川）

1-A1-49 荒川水系下水道関連特定治水施設整備事業（善福寺川）

1-A1-48 荒川水系下水道関連特定治水施設整備事業（妙正寺川）

1-A1-47 荒川水系下水道関連特定治水施設整備事業（神田川）

1-A2-27 地震・高潮対策河川事業（大横川）

Ｃ：効果促進事業

補助事業

都 県 境

Ｂ：関連社会資本整備事業

Ａ：基幹事業

凡 例

Ｃ：効果促進事業

補助事業

都 県 境

Ｂ：関連社会資本整備事業

Ａ：基幹事業

凡 例

高尾

1-A3-71 寺岡地区地すべり対策事業

1-A3-72 多摩川圏域総合流域防災事業（十二天沢）

1-A3-73 多摩川圏域総合流域防災事業（喜代沢）

1-A3-76 高尾（２）地区急傾斜地崩壊対策事業

高尾(２)

十二天沢

寺岡

喜代沢

1-A2-32 東京地区地震・高潮対策河川事業（海老取川）

1-A2-31東京地区地震・高潮
対策河川事業（仙台堀川）1-A1-51流域貯留浸透事業（谷戸町二丁目第二公園）

1-C3-2ハザードマップ作成

1-C3-1 砂防施設等の老朽化点検

都全域

1-A1-8 荒川水系石神井川広域河川改修事業（石神井川）

1-A1-9 荒川水系神田川総合治水対策特定河川事業（神田川）

1-A1-10 荒川水系神田川総合治水対策特定河川事業（妙正寺川）

1-A1-11 荒川水系神田川総合治水対策特定河川事業（善福寺川）

1-A1-18 鶴見川水系鶴見川総合治水対策特定河川事業（鶴見川）

1-A2-22 特定構造物改築事業（小名木川排水機場）

1-A2-23 特定構造物改築事業（木下川排水機場）

1-A2-24 特定構造物改築事業（内川排水機場）

1-A1-16 荒川水系新河岸川総合治水対策特定河川事業（白子川）



計画の名称

計画の期間 交付対象

（参考図面）
５ 高度な防災都市を実現し、都民の安心安全を確保する河川整備（防災・安全）

平成22年度 ～ 平成26年度 東京都、品川区、世田谷区、瑞穂町、東村山市、西東京市、日野市

1-A3-12 大金沢火山砂防事業

1-A3-13 大宮沢火山砂防事業

1-A3-14 八重沢火山砂防事業

1-A3-15 長沢火山砂防事業

1-A3-16 地の岡沢火山砂防事業

1-A3-17 元町地区火山砂防事業

1-A3-18 北の山川火山砂防事業

1-A3-19 岡田沢火山砂防事業

1-A3-20 差木地沢火山砂防事業

1-A3-21 滝川沢火山砂防事業

1-A3-23 神津沢火山砂防事業

1-A3-24 川田沢支川火山砂防事業

1-A3-25 川田沢火山砂防事業

1-A3-68 西川西支川火山砂防事業

1-A3-27 金曽沢火山砂防事業

1-A3-28 ようが沢火山砂防事業

1-A3-29 ハルゲ沢火山砂防事業

1-A3-30 間川火山砂防事業

1-A3-31 釜方沢火山砂防事業

1-A3-32 鉄砲沢・夕景沢火山砂防事業

1-A3-33 仏・御子敷火山砂防事業

1-A3-34 とんび沢火山砂防事業

1-A3-35 厚木沢火山砂防事業

1-A3-36 タデノ沢火山砂防事業

1-A3-37 田ヶ沢火山砂防事業

1-A3-38 大穴沢火山砂防事業 1-A3-41 三宅島流域機能改良事業

1-A3-42 小骨ヶ洞火山砂防事業

1-A3-43 大里一ノ沢火山砂防事業

1-A3-44 杉の沢火山砂防事業

1-A3-55 岡田（２）急傾斜地崩壊対策事業

1-A3-63 横まま海岸老朽化対策緊急事業

1-A3-64 和田浜海岸環境整備事業

大島全域

三宅島全域

島しょ全域

1-A3-66 渡浮根沢火山砂防事業

1-A3-67 タデノ沢北支川火山砂防事業

1-A3-26 姉川火山砂防事業

1-A3-69 厚木沢北支川火山砂防事業

1-A3-22 大島火山噴火緊急減災対策砂防事業

1-A3-65 津波・高潮危機管理対策緊急事業

1-A3-62 前浜海岸老朽化対策緊急事業

Ｃ：効果促進事業

補助事業

都 県 境

Ｂ：関連社会資本整備事業

Ａ：基幹事業

凡 例

Ｃ：効果促進事業

補助事業

都 県 境

Ｂ：関連社会資本整備事業

Ａ：基幹事業

凡 例

1-A3-75 釜の尻沢火山砂防事業

1-A3-74 築穴沢火山砂防事業

1-A3-77 山津山川地区急傾斜地崩壊事業


